




 

 

序     文 

 

 日本国政府は、フィリピン共和国政府の要請に基づき、同国の国土総合開発計画促進に関する地

図政策支援行政整備調査を決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施することといたしま

した。 

 当機構は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、2005 年 9 月４日から 10

月５日までの 32 日間にわたり、独立行政法人国際協力機構社会開発部第三グループ長 中村明を団

長とする事前調査団を現地に派遣しました。 

 調査団は本件の背景を確認するとともに、同国政府の意向を聴取し、かつ現地踏査を実施しました。 

 本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資する

ためのものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 平成 17 年 10 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

地形図保管状況                地図作製状況 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マニラ市の風景 NAMRIA の外観 

M/M 署名 パンパンガ地域 



＜フィリピン政府機関＞
DAR Department of Agrarian Reform 農地改革省
DBM Department of Budget and Management 予算・管理省
DENR Department of Environment and Natural Resources 環境天然資源省
DND Department of National Defense 国防省
DOTC Department of Transportation and Communication 運輸通信省
DPWH Department of Public Works and Highway 公共事業・高速道路省
FASPO Foreign-Assisted & Special Projects Office 海外援助特別プロジェクト室

（環境天然資源省部署）
NEDA National Economic and Development Authority 国家経済開発庁
NAMRIA National Mapping Resource and Information Authority 国家地図資源情報開発庁

＜国家地図資源情報庁（NAMRIA）部署＞
(１）本部機構
AD Administrative Division 管理課
FMD Financial Management Division 財務管理課
POD Plans and Operations Division 企画・業務課
SID Security and Intelligence Division 警備・情報課

(２）事業部門
CGSD Coast and Geodetic Survey Department 沿岸・測地部
DSSO Development Studies and Standards Office 開発調査・規程室
ESD Engineering Service Department エンジニアリングサービス部
GTC Geomatics Training Center ジオマティックス研修センター
IMD Information Management Department 情報管理部
MD Mapping Department 地図部

RSRDAD Remote Sensing and Resource Data Analysis Department リモートセンシング・資源データ解
析部

＜その他＞
DEM Digitized Elevation Model 数値標高モデル
IATFGI Inter-Agency Task Force for Geographic Information 省庁間地理情報タスクフォース
NPFP National Physical Framework Plan 国家計画
NSDI National Spatial Data Infrastructure 国家空間データ基盤
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第 1 章 事前調査の概要 

１－１ 要請の背景 

（１）フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）政府策定の国家計画（National Physical 

Framework Plan：NPFP）の下、フィリピン国政府は調和のとれた国土開発をめざしており、

国家土地利用委員会〔National Land Use Committee、国家経済開発庁（National Economic and 

Development Authority：NEDA）を議長とする各省庁がメンバー〕が形成されている。NPFP

の基本的思想は、国土開発はゾーニング、土地利用計画、プロジェクトを系統立てて実施す

ることであり、そのために関係中央省庁間及び地方政府間での情報交換・情報比較をスムー

ズにできるシステムが非常に重要であると認識されている。 

 

（２）フィリピン国家地図資源情報庁(National Mapping Resource and Information Authority：

NAMRIA)はこれら情報交換の中央省庁の中心的組織として設立された組織であり、今日まで地

理情報基盤の整備を行う責務を負っている。 

 

（３）しかしながら、現在の NAMRIA においては責務遂行のポテンシャルは存在するものの、財政不

足、人的資源不足を含む組織体制の脆弱さにより十分な役割を果たせておらず、地形図関連

業務停滞の要因になっている。 

 

（４）マニラ首都圏の一部の地域を除いて、現在でも 50 年以上前に作成された 1/50,000 の紙地図

が使用されている。フィリピンは環太平洋火山帯の一部に位置し、地震・火山等による地山

体崩壊・土石流・泥流、台風・豪雨等による災害、都市化の進展等、様々な要因により、地

形図の情報は変化しており、地形図の更新は緊喫の課題となっている（特に 1/50,000 のデジ

タル地形図を緊急としている）。 

 

（５）このような現状の下、フィリピン政府は我が国に対して、NAMRIA の技術・財政をかんがみて

実利的に地形図の維持・更新ができるための測量作業規程を作製し、組織体制強化策を提案

するための調査実施を要請した。 
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１－２ 事前調査の目的 

フィリピン国政府の要請に基づき、同国の国土総合開発計画促進に関する地図政策支援行政整備調

査の本格調査を開始する前に、実施細則（I/A）及び協議議事録（M/M）を NAMRIA と交わし(I/A につ

いては 2005 年 12 月２日に調印を実施)、本格調査の枠組みや双方の取極め等を確認する。 

 

１－３ 調査団員構成 

No. 氏 名 担当分野 所  属 

１ 中村 明 総 括 国際協力機構 社会開発部 第三グループ 

グループ長 

２ 鶴岡 紀之 調査企画／事前評価 国際協力機構 社会開発部 第三グループ 

都市・地域開発チーム 

３ 小荒井 衛 精度管理計画 

 

国土地理院 地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 室長 

４ 吉村 好光 

 

技術基準整備／人材育成 社団法人国際建設技術協会 

常務理事 

５ 石島 則夫 組織分析 

 

国際航業株式会社 海外事業部 

営業企画部 部長 
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１－４ 調査行程 

調査行程 日順 

No. 月日 中村団長 鶴岡団員 小荒井団員 吉村団員 石島団員 

１ ９月４日(日) 入 国  

２ ９月５日(月) 

日本大使館・

国家経済開発

庁（NEDA）表

敬訪問 

 

３ ９月６日(火)  入国 

４ ９月７日(水)  
JICAフィリピン事務所訪問 

NAMRIA事前打合せ／地図作製現場見学 

５ ９月８日(木) NAMRIA表敬訪問，I/A協議 

６ ９月９日(金) I/A協議、M/M協議 

７ ９月10日(土) 団内打合せ、資料作製 

８ ９月11日(日) 団内打合せ、資料作製 

９ ９月12日(月) I/A、M/M確認 

10 ９月13日(火) I/A及びM/M署名 

11 ９月14日(水) 

JICA事務所・

日本大使館報

告，帰国 

JICA事務所・日本大使館報告

パイロット・プロジェクトエ

リア視察 

JICA事務所・日本大使館報告 

情報・資料収集 

12 ９月15日(木)  帰 国 10.5まで調査 9.29まで調査
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１－５ 協議結果概要 

（１）2005 年９月７日 

場所：NAMRIA 会議室 

日本側参加者：鶴岡団員、小荒井団員、吉村団員、石島団員 

菊地 JICA フィリピン事務所職員（菊地職員は表敬訪問後退出） 

内容：表敬訪問、施設見学、事前協議 

事前協議概要： 

１） 測量作業規程、パイロット・プロジェクト 

・ 環境天然資源省（Department of Environment and Natural Resources：DENR）が地形図整備の

優先地域を５か所指定（パンパンガ、セブ、ケソン、オーロラ、ビコール）しており、中期開発

計画とも一致している旨、NAMRIA より説明があった。 

・ 本件にて作製予定の測量作業規程に関して、NAMRIA より経済性や敏速性を重視してほしいという

要望があった。 

２） キャパシティ・ディベロップメント 

・ 大統領府令より、全省庁に対して組織の合理化案をまとめるよう指示が出ているとのこと。地図

部（Mapping Department：MD）では NAMRIA を５部から３部編成にする案をまとめているとの説

明があった。 

 

（２）2005 年９月８日 

場所：NAMRIA 会議室 

日本側参加者：中村団長、鶴岡団員、小荒井団員、吉村団員、石島団員 

内容：I/A、M/M 協議 

協議概要： 

 調査団が用意した I/A 案に沿って協議が進められた。 

１） 測量作業規程、パイロット・プロジェクト 

・ NAMRIA からパイロット・プロジェクトの希望サイトとして、優先地域の１つとなっているパンパ

ンガ地域での実施を希望した（1/50,000 の地図、24 図葉）。 

・ パイロット・プロジェクトの標定点測量や水準測量については沿岸・測地部（Coast and Geodetic 

Survey Department：CGSD）からの協力が必要で、そのための費用を MD から払わなければいけな

いとの説明があった。なお、次年度の予算要求は終了していることから、そのための原資がない

との説明があった。ただし、現地調査に関しては MD で対応可能とのことであった。 

２） キャパシティ・ディベロップメント 

・ NAMRIA 側から、今回の調査を通じて NAMRIA の MD のキャパシティ・ディベロップメントを図れる

ことをめざしたいとの意向表明があった。これに対して、調査団からは NAMRIA 側のキャパシテ

ィ・ディベロップメントを支援するとの方針を伝えた。 

３） Coordinating Committee 

・ 本調査の実施にあたって、地理情報共有のためのメカニズムを検討することを目的とした

Steering Committee（途中、Coordinating Committee に変更）を立ち上げ関係機関に参加しても

らうことを調査団が提案し、NAMRIA 側も了承した。 
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４） その他 

・ NAMRIA での技術移転のメカニズムについて質問したところ、外部での機関〔フィリピン大学やオ

ランダの国際的な地理情報系研究機関（ITC）等〕での教育に依存しているとのことであった。 

・ 地形図の販売収入は、すべて国庫に入るとの説明があった。 

・ NAMRIA は年間 15 面の図化更新作業（1/50,000）を行う能力があるとの説明があった。 

・ 1/50,000 デジタル地形図の全国整備が急務であるが、米国等が 1950 年代に作製した紙地図がま

だ流通している。 

 

（３）2005 年９月９日 

場所：NAMRIA 会議室 

日本側参加者：中村団長、鶴岡団員、小荒井団員、吉村団員、石島団員 

内容：I/A、M/M 協議 

協議概要： 

 前日で修正した I/A 案の確認及び見直し、M/M 案に沿って協議が進められた。 

１）測量作業規程、パイロット・プロジェクト 

・ NAMRIA からパイロット・プロジェクトでの図化に使用する写真については、航空写真だけでなく

衛星画像を利用したいとの要望があった。その理由として、航空写真の方は費用がかさみ、フィ

リピンの民間会社で保有している航空機では 1/25,000 までの写真しか撮影できないとのことで

あった。 

・ 航空機 SAR（合成開口レーダー）の利用希望が NAMRIA からあったが、日本でも実用段階に至って

いないことを説明し、今回の調査で技術移転の対象としないことを合意した。 

・ 調査団側から山地部等地形の起伏の大きい地域及び都市化により経年変化が大きいところは航

空写真で実施し、地形が平らな地域においては衛星画像を使用することを提案した。 

・ NAMRIA は衛星単画像（モノクロ）による修正経験があることから、パイロット・プロジェクトの

一部は、衛星画像のみ調査団から提供し、NAMRIA 自身で図化作業を行うことになった。 

・ 航空写真を撮影する地域のなかで、都市化により経年変化の大きい平野部の１図葉は衛星単画像、

山岳部の１図葉は衛星ステレオ画像で、同時に図化作業をオンザジョブトレーニング（OJT）で

実施することで了承した。これにより航空写真、衛星単画像、衛星ステレオ画像の図化作業の比

較を行うことが可能となる。その結果を踏まえて測量作業規程にフィードバックし、今後 NAMRIA

自身がどの方法で地図整備を行うかの検討材料となる。 

 

（４）2005 年９月 12 日 

場所：NAMRIA 会議室 

日本側参加者：中村団長、鶴岡団員、小荒井団員、吉村団員、石島団員 

内容：I/A、M/M 協議 

協議概要： 

 先週まで協議した I/A 案、M/M 案の確認を行った。 

・ 本格調査は今年度の１月からを考えているが、日本での契約手続きや航空写真撮影時期を考慮し

て決定することを調査団に説明のうえ、合意した。 
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（５）フィリピン側参加者リスト 

１）NAMRIA 

１．Usec Diony A. Ventura Administrator 

２．Peter Nilo Tiangco   Deputy Administrator 

３．Ricardo T. Biña  Deputy Administrator 

４．Jose Galo P. Isada, Jr. Director, MD 

５．Ruel M. Belen  Assistant Director, MD 

６．Akira Suzuki  Geospatial Data Administration Expert, JICA 

７．Joaquin B. Borja   OIC, Cartography Division, MD 

８．Ofelia T. Castro  Chief, Photogrammetry Division, MD  

９．Trinidad R. Garbo   OIC, Aerial and Spatial Surveys Division, MD 

10．Reynaldo S. Manuel     OIC, Reprography and Printing Division, MD 

 

２）Secretariat 

１．Mary Jane Montemor     Administrative Assistant, MD 

２．Erwin Orpilla  Administrative Assistant, MD 
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１－６ 団長所感 

平成 17 年９月 14 日 

（１）背 景 

 フィリピンでは、マニラ首都圏等の一部の地域を除いて、現在でも 50 年以上前に撮影された航空

写真より作製された 1/50,000 の紙地図が使用されている。フィリピンは環太平洋火山帯の一部に位

置し、地震・火山等による地殻変動、台風・豪雨等による災害、都市化の進展等、様々な要因により、

地形図の情報は変化しており、地形図の更新は喫緊の課題となっている（特に 1/50,000 のデジタル

地形図を緊急としている）。 

 NAMRIA は、国土基本図をはじめとした地理情報の整備・管理・提供といった任務を負っているが、

現状では組織体制の脆弱さにより、十分な役割が果たせておらず、地形図関連業務停滞の要因になっ

ている。こういった背景より、NAMRIA のキャパシティ・ディベロップメントを目的とする本プロジ

ェクトの要請がなされた。 

 

（２）今までの協力と本プロジェクトの位置づけ 

 フィリピンに対する当該分野の協力は 1978 年から 1982 年のカガヤンバレイを対象とした

1/25,000 地形図作製をはじめとして、1985 年から 1988 年のマニラ首都圏を対象とした 1/10,000 の

地形図作製、1997 年から 1999 年のマングローブの実態評価を目的とした地形図作製等が実施されて

いる。さらに、個別専門家についても様々な分野での派遣が行われてきている。また、NAMRIA 以外

でも農地改革省（Department of Agrarian Reform：DAR)に対して、地形図作製技術に関するミニプ

ロ等を実施しているほか、公共事業・高速道路省（Department of Public Works and Highway：DPWH)

等のインフラ関連調査への協力においても一部地形図作製を行ってきている。 

 今次協力は、NAMRIA がデジタルでの 1/50,000 地形図作製を全国展開するうえで必要な技術体制、

システムの構築に対する支援であり、過去の協力で行われたような一定規模の地形図作製を行うとい

うプロダクト中心の協力とは異なる。そのため、技術的検証のための一部地形図作製は含むものの、

協力の主はフィリピン側のキャパシティ・ディベロップメントへの支援に置かれている。 

 なお、今次協議において、フィリピン側より、過去の日本の協力では、日本人技術者が地形図作製

に係るほとんどの工程を実施し、フィリピン側の技術習得のための OJT の側面が弱かったとの指摘が

あった。 

 

（３）協力のデザイン（全体） 

 前述のとおり本プロジェクトの主たる目的は、フィリピン側が地形図作製の全国展開を行ううえで

必要なキャパシティの形成にある。本協力は現状の NAMRIA の課題を整理しながら、おおむね次のよ

うな枠組みで進めることとした。 

 

① 地形図に係る現状の分析 

② NAMRIA の組織としての課題分析 

③ 測量作業規程の作製 

④ パイロット・プロジェクトの実施 

⑤ キャパシティ・ディベロップメント計画の検討 
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⑥ 全国展開に向けての実施プログラムの作製と検証 

 

なお、測量作業規程、パイロット・プロジェクト等は喫緊のニーズである縮尺 1/50,000 を対象と

することとした。 

 

（４）協力のデザイン（技術的課題） 

 NAMRIA は 1/50,000 の地形図作製の全国展開に向けての課題として、航空写真撮影にかかるコスト

が高いことをあげている。そのため、今次協議において、航空写真撮影に代わるオルタナティブを見

つけることが必要であるとの説明があった。具体的なオルタナティブとして、衛星画像の活用、干渉

合成開口レーダーによる方法等の提示があり、本プロジェクトのなかで検証したいとの要望があった。

これらのうち、干渉合成開口レーダーによる方法は、今のところ、日本でも実用的に一般化されてい

るものではないので難しいとの結論を示し、取り上げないこととした。他方、衛星画像については、

地形変化が少ない等、条件によっては活用の可能性があり、コスト削減のポテンシャルもあることか

ら、検討の対象とすることとした。 

 

（５）協力のデザイン（パイロット・プロジェクト） 

 パイロット・プロジェクトの対象エリアとしては、パンパンガ川流域（一部アグノ川流域を含む）

の 24 シート（約 1万 7,000km2）が要請された。要請された地域には地形の起伏が大きい地域、地形

の起伏が小さい地域、都市化の進展が著しい地域等が含まれ、航空写真と衛星画像の比較・検証を行

ううえで必要な条件が揃っていること、首都圏より近く作業性が良いこと、安全の面でも大きな問題

が見当たらないこと等より、パイロット地域の対象として適切と判断した。 

 パイロット・プロジェクトの対象地域 24 シートについては、技術的な検証、NAMRIA 側のキャパシ

ティの向上という目的を踏まえ、次のとおり色分けすることとした。 

 

  ① 航空写真に基づき地形図を作製するシート（６シート） 

    作業規程の検証もあり日本側が中心に作業する。 

  ② 航空写真と衛星画像の双方を比較するシート（２シート） 

    作業規程の検証もあり日本側が中心に作業するが OJT として全工程にフィリピン側カウン

ターパートが参加する。 

   （比較検証の内容） 

     ○航空写真と衛星ステレオ画像比較（地形の起伏が大きい地域） 

     ○航空写真と衛星単画像比較（地形の起伏が少ない地域） 

    →航空写真からの数値標高モデル（Digitized Elevation Model：DEM)と衛星画像からの DEM

の比較を含む。 

  ③ 衛星単画像に基づき双方の共同作業により地形図を作製するシート（８シート） 

  ④ 衛星単画像に基づきフィリピン側のみで全工程を作業するシート（４シート） 

  ⑤ 衛星画像のみ取得し、②の検証結果に基づき将来フィリピン側で地形図を作製するシート

（４シート） 

 

 なお、日本側が中心となって作業するシートにおいても、現場での調査については、基本的にフィ
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リピン側が作業を行う計画としている。 

 

（６）今後に向けて 

 NAMRIA が 1/50,000 の地形図作製を全国展開していくうえでは、資金をどのように調達するかとい

う問題を避けて通ることはできない。今次協力で、資金が得やすくなる環境づくり、投入資金を削減

するための方策については、ある程度カバーし得るが、資金の問題が解決できるわけではない。今回

の調査で訪問した環境天然資源省海外援助特別プロジェクト室（Foreign-Assisted & Special 

Projects Office, Department of Environment and Natural Resources：FASPO-DENR)等でも地形図

の更新、関連する基盤の整備（基準点の整備等）は極めて優先度の高い事業との説明があったが、資

金の問題は取りあえず棚上げとの印象があった。技術的課題等もまだまだあり、技術協力を通じた支

援の余地もあるものと思われるが、そういった支援の結果を活かす実施のための、資金が絶対的に不

足するという現実があるなかで今後の協力をどう考えるべきか、オールジャパンとして考える必要が

あるものと思われる。 
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第２章 フィリピン国の実施体制 

２－１ NAMRIA の組織体制と人員構成 

（１）現行の組織体制 

 NAMRIA はフィリピン国における唯一の地形図作製ならびに海図作製に係る行政機関として、1987

年６月 10 日付大統領府令（Executive Order NO.192）によって、それまであった複数の地図関連機

関を統合し設立された。組織上は DENR の傘下にありながらも、予算交渉については独自に行うこと

から独立性の高い組織である。現在の組織は、長官（Administrator）をトップとして、３名の副長

官、本部スタッフ機能のほかに５つの事業部門により構成されている（図－１参照）。また、NAMRIA

全体の運営に関する理事会（Board of Governors）がDENRの大臣を議長として、関係省庁であるNEDA、

国防省（Department of National Defense：DND)、DPWH、運輸通信省（Department of Transportation 

and Communication：DOTC）および NAMRIA からの代表（主に次官クラス）によって構成され、年１回

程度の会議が行われている。 

 

（２）部門別担当内容 

 １）本部機構 

  a）管理課（Administrative Division：AD） 

  人事・給与、厚生、労務、研修、調達など総務・業務全般を担当する部門である。現在、後述

する大統領府令（Executive Order No.366）に基づく合理化計画策定も担当している。 

 b）財務管理課（Financial Management Division：FMD） 

  予算計画・配分、及び出入金管理を担当する部門である。NAMRIA の予算は、DENR からの配分

ではなく、予算・管理省（Department of Budget and Management：DBM）により直接配分される。

外部機関からの委託による trust fund1についても、すべての出入金の管理・報告を FMD が行う。

ちなみに、同 fund にて残余金が出た場合はすべて国庫に戻すことになっている。 

 c）企画・業務課（Plans and Operations Division：POD） 

  各種事業計画（年次、中期、長期）2の作製・調整、予算計画の検討並びに国会や DBM への折

衝、NAMRIA の各部門計画の検討・調整、海外からの援助案件も含めた事業モニタリング・評価、

各種規程の整備、理事会事務局等を担当する。現在、2010 年までの中期計画が修正中であり、

2005 年 12 月にはできあがる予定とのことであった。なお、長期計画は現在作製されていない。 

d）警備・情報課（Security and Intelligence Division：SID） 

  NAMRIA の職員及び資産にかかわる警備、庁内の不正防止等を担当する部門であり、24 時間／

３交代制での勤務形態である。 

 

 

 

 

                                            
1
 NAMRIA が中央政府や地方自治体から地形図作製を受託したときの資金を意味する。2005 年度は全体で５件、総額 1400 万ペソ

であり、そのうち地図部（Mapping Department：MD）がセブ市より委託を受けた地形図作製が 800 万ペソを占める。 
2 計画策定の実質的な担当部門は、中・長期が開発調査・規程室（Development Studies and Standards Office：DSSO）、年次計画は POD
となっているが、現在検討されている合理化案によれば DSSO は廃止の予定である。 
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２）事業部門 

 a）沿岸・測地部（Coast and Geodetic Survey Department：CGSD） 

  水路測量、海図作製、海洋調査、及び測地測量を担当する部門であり、人員・予算ともに NAMRIA

で一番大きい。現在、PRS923に基づいて基準点網の稠密化を展開している。毎年既設点の観測を

含めて約 100 点ずつ設置している。一等及び二等基準点は CGSD が設置し、三等以下は各 Region 

Office（Land Management Section）が管轄している。水準データは古いものでは 1960 年代まで

遡るものもあり、検測の必要が指摘された。水準原点はなく、マニラ湾検潮所の平均海水面デー

タから算出される。 

  地形図作製のための基準点測量の経験としては、1/100,000 及び 1/10,000 地形図はあるもの

の、1/50,000 については実績がない。 

 b）エンジニアリングサービス部（Engineering Service Department：ESD）及び開発調査・規程

室（Development Studies and Standards Office：DSSO） 

  組織図には表示されていないが、ESD には DSSO が含まれている。ESD と DSSO では全く違う役

割を担っている。現在はそれぞれのチーフを担当 Director が兼任している。ESD は NAMRIA 内の

コンピュータシステム、測量機材、施設・設備、及び車両の維持管理を行う部門である。一方、

DSSO は、NAMRIA の政策及び計画の策定、各種規程の整備を担当している。PRS92 の事務局も兼

任している。 

 c）地図部（Mapping Department: MD）4 

  本件調査のカウンターパート部門であり、国土基本図等の地形図作製を担当する。人員・予算

ともに CGSD に次いで大きく、４つの課から構成されている。 

a. 写真測量課（Photogrammetry Division） 

同部において最も主要な課であり、1/10,000～1/5,000 地形図作製及びオルソフォト作製を

主な業務としている。1/50,000 地形図作製の実績はない。衛星画像（SPOT5）による地形図修

正も同課で行っているが、単画像のみで、ステレオ画像での経験はない。 

b. 製図課（Cartography Division） 

 1/250,000～1/50,000 地形図や行政図等の修正・作製を担当している。修正作業は地物修正

のみで、1992 年からはデジタイジングによって行われている。ただし、３シリーズある

1/50,000 については、古いシリーズの一部はスクライビング手法を取り入れている。1/50,000

地形図の修正は年間 15 面程度実施されている。衛星画像による修正はまだ試験段階であり、

現地調査もほとんど実施していない。 

c. 印刷・複写課（Printing and Reprography Division） 

製版から印刷までを担当しているが、イメージセッティングについてのみ、外部の民間企

業に委託している。二色刷り自動印刷機が 2 台あるが、稼働しているのは 1 台のみであり、

そのほかに一色刷り印刷機が 2台ある。 

d. 航空測量課（Aerial and Spatial Surveys Division） 

航空写真撮影の計画、成果検査、保管を主な業務としているが、航空写真撮影は費用がか

                                            
3 Philippines Referential System 92:1992 年の省令に基づいて移行された新測地系 
4 Mapping and Reprography Department（MRD）という名称も様々な書類で見受けられるが、ここでは MD に統一する。 
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かることから、最近は新規撮影の業務が少ない。 

 d）リモートセンシング・資源データ解析部（Remote Sensing and Resource Data Analysis 

Department：RSRDAD） 

  担当する業務は農林業並びに公園等の保護地区に関する情報整備であり、具体的には衛星画像

等を利用して土地分類図、土地被覆図等を作製している。これらに使用される基図は主に NAMRIA

の 1/50,000 地形図である。現在、DENR からの予算で１/20,000 の土地分類図を整備しているが、

基図は 1/50,000 を拡大したものである。また、同じく DENR の予算により、A&D（Alienable or 

Disposable Land）エリア図の整備も実施中である。MD との協力業務としては、同部 GIS 課が１

/50,000 地形図のデジタイズ作業を実施している。 

 e）情報管理部（Information Management Department：IMD） 

  同部はオリジナルデータを作製する他の部門とは違い、他の部門（主に MD）が整備した情報

並びにそれらを基にデジタル情報化したデータ（GIS データ等）を提供することを主な業務とし

ている。また、配下に販売部門を抱え、いわゆる NAMRIA の“営業部門”的な役割を兼ねている

ことから、常に外部機関へのデータ提供やそれらの機関からのニーズ対応も担っている。さらに

GIS 省庁間地理情報タスクフォース（Inter-Agency Task Force for Geographic Information: 

IATFGI）5の事務局を兼ねており、Global GIS Day 等の GIS 普及活動を他の省庁と連携して行う

など熱心である。 

  2 年前に GIS、リモートセンシング、プログラミング等に関する研修を行うジオマティックス

研修センター（Geomatics Training Center：GTC）を設立し、主に他の政府機関や地方自治体か

らの研修生を有償で受け入れている。これまでの受入実績総数は約 700 名に達している。ただし、

NAMRIA 職員が GTC で研修を受けられるのは、定員に空きがあった場合のみであることから、も

っと職員の研修に力を入れるべきとの不満も一部から聞かれた。 

 

 

                                            
5 NAMRIA が議長となり、国家空間データ基盤（National Spatial Data Infrastructure: NSDI）を推進するための組織的な枠組み、標準

化等を協議・検討する機関 
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NAMRIAの組織図
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（３）人員構成 

 人員構成比率としては、既述のように CGSD が一番大きく全体の約 37％を占め、次いで MD が約 20％

となり、この 2 部門で NAMRIA の過半数を占めている（表－１参照）。MD の中では製図課の職員数が

ほぼ半数近くを占めているが、MD の現在の主要業務が、人員投入が必要なデジタイジングによる地

形図の修正作業であることに比例していると理解できよう。 

図－１ NAMRIA 組織図 
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AUTHORIZED
POSITIONS

FILLED POSITIONS UNFILLED
POSITIONS

COMMISSIONED
OFFICERS

EM'S

STAFF SERVICES (93) (88) (5)
Office of the Administrator 11 10 1

Intelligence Division 21 20 1

Administrative Division 35 33 2

Financial & Management Division 17 16 1

Planning Division 9 9 0

SURVEYS DEPARTMENT (294) (286) (8)
Office of the Director 6 4 2

Ship Support Division 72 71 1 1 CPO

Hydrographic Survey Division 78 77 1 1 Lt. Sr. Grade

Oceanographic Survey Division 45 45 0

Aerial & Spatial Survey Div. (CO, EM) 8 8 0 1 Lt. Jr. Grade

Geodetic & Geophysics Division 80 76 4 2 Lt. Jr. Grade

1 Lt. Jr. Grade

Admin. (Official - 3) 3 3 0

TED (Official - 1 ) 1 1 0

SDPD (Official - 1) 1 1 0

ENGINEERING SERVICES DEPT. (54) (51) (3)
Office of the Director 5 4 1

Transport Engineering Division 7 7 0

Computer Engineering Division 14 13 1

Instrumentation & Comm. Eng'g. Div. 5 5 0

Engineering Services Division 23 22 1

MAPPING & REPROGRAPHY DEPARTMENT (157) (137) (20)
Office of the Director 4 4 0

Photogrammetry Division 27 18 9

Cartography Division 70 61 9

Reprography & Printing Division 46 45 1

Aerial & Spatial Survey Div. (Civilian) 10 9 1

REMOTE SENSING & RESOURCE DATA ANALYSIS DEPT. (107) (102) (5)
Office of the Director 4 4 0

Land Resource Data Analysis Division 30 29 1

Physiography & Aquatics Division 12 11 1

GIS Application Dev't. Division 16 16 0

Land Classification Division 45 42 3

INFORMATION MANAGEMENT DEPARTMENT (88) (81) (7)
Office of the Director 4 4 0

Database & Statistics Division 31 29 2

Systems Dev. & Prog'g. Division 20 16 4

Media Production Division 18 17 1

Information Services Division 15 15 0

TOTAL 793 745 48

PERSONNEL PLACEMENT REPORT　（As of 31 August 2005）

 

  

 

 

 

 

表－１ PERSONAL PLACEMENT REPORT（As of August 2005） 
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（４）合理化案 

 大統領府令（Executive Order No.366）により、各政府機関に対して合理化計画の提示が求められ

ている。９月 22 日時点での最終案では、現行の５部体制から３部体制への移行が決定されている（図

－２参照）。同合理化案は 2005 年 10 月末までに DENR に提出され、DENR は 11 月末までに DBM に提出

し、大統領府には 2006 年１月又は２月までに提出される予定である。今回の合理化案による大きな

変化の１つに、従来 CGSD の一部門であった測地部門が MD と合体する点がある。これによって地図部

門が海図部門よりも人員数を抜き、最大の事業部門となる。一方、IMD や ESD は廃止となり、本部機

構の一部門になる。 

今回の合理化案により早期退職のインセンティブを政府は提示することになるであろうが、就職難

の現状では、人員が減ることはないだろうとの人事担当者の予想である。 

RATIONALIZED NAMRIA ORGANIZATIONAL CHART STRUCTURE
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図－２ NAMRIA 合理化案 
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注：図中の語句リスト 

BOG     :  Board of Governor 

IATC    :  Inter-agency Technical Committee 

CON     :  Consultants 

DAO     :  Deputy Administrator for Operations 

DAAPI   :  Deputy Administrator for Administration, Planning Information 

AD      :  Administrative Division 

FMD     :  Financial Management Division 

CIDC    :  Computer Instrumentation and Communication Division 

FTD     :  Facilities and Transportation Division 

PPRD    :  Planning, Policy and Research Division 

MEOD    :  Monitoring, Evaluation and Operations Division 

GISD    :  Geomatic Information Services Division 

Hydrographic Department 

SSD     :  Ship Support Division 

HSD     :  Hydrographic Surveys Division 

NCD     :  Nautical Charting Division 

POD     :  Physical Oceanographic Division 

Geodesy and Mapping Department 

GGD     :  Geodesy and Geophysics Division 

LMD     :  Large-Scale Mapping Division 

PD      :  Printing Division 

NSMD    :  National Series Mapping Division 

Land Resource Department 

LCD     :  Land Classification Division 

LSCD    :  Land Sub-Classification Division 

LRMD    :  Land Resource Mapping Division 

LRSD    :  Land Resource Support Division 
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２－２ 財政・予算 

（１） 過去の推移 

 NAMRIA より提供された過去３年間の予算推移に関するデータを表－２に示す。収入のほぼ 100％は

国庫からのものである。支出については、比較的額の大きい主な費目にまとめて提示してある。収入・

支出ともに年度ごとに大きく変動しているが、3年次のうち 2年次が歳出超過の状態である。支出の

うちでは、給与等の人件費並びに諸手当6が過半数を占めており、さらに備品・機材等の減価償却費

を加えると全体の 80％近くを占めることになる。特筆すべき点としては、減価償却費のほとんどが

保有船舶であり、単独の費目としても全体の 20％前後となっている。 

 

 

 

    2004 年 2003 年 2002 年 

収 入   288,074,146   351,874,493   298,680,902   

支 出   409,448,384 割合（％） 316,623,268 割合（％） 347,268,174 割合（％）

  給与、賞与、諸手当等 206,167,089 50.4 184,869,039 58.4  202,666,594 58.4  

  事務消耗品費 7,293,404 1.8  12,013,509 3.8  14,026,093 4.0  

  ガソリン、重油類 19,116,102 4.7  19,555,114 6.2  15,185,886 4.4  

  電気料金 9,522,440 2.3  8,481,409 2.7  7,673,339 2.2  

  施設・機材維持管理費 12,240,787 3.0  6,255,401 2.0  22,436,175 6.5  

  減価償却費 126,404,833 30.9 61,603,520 19.5  61,064,094 17.6  

  （上記項目のうち、船舶） （121,542,322） (29.7) (60,771,161) (19.2) (60,771,161) （17.5）

  その他 28,703,729 7.0  23,845,276 7.5  24,215,993 7.0  

差 額   ▲ 121,374,238  35,251,225  ▲ 48,587,272   

 

（２） 2006 年度予算案 

 2006 年度の予算案については、総額３億 1,466 万 2,000 ペソ（約６億 3000 万円相当）分は DBM の

承認を得ている（表－３参照）。NAMRIA は、これに加えて緊急な課題（基準点網の整備、海図作製等）

に対応するためとして２億 3,448 万 6,000 ペソ（約４億 7,000 万円相当）の追加要求をしているが、

この分が承認される見込みは不明である。過去の実績から見ると難しいと推測される。予算承認手続

きは、国会承認を経て大統領府の最終承認によって確定されるが、そのタイミングが早くて新年の 1

～２月ごろとなることから、事業実施のための予算執行もそれに応じて遅れることになる。 

 主な事業部門別の予算を比較するとCGSDが群を抜いて高く、特に職員数ではMDの2倍弱に対して、

人件費では約 3 倍となっている。その点を質問したところ、その主な理由としては、CGSD の職員は

他部門のほとんどが文官であるのに対して、その多くが比較的給与が高い制服組であるためとの説明

であった。CGSD の事業費の約 80％は排他的経済水域の調査費用であり、国益に直接結びつく分野に

ついては予算措置が比較的にしやすいようである。 

 MD については、他部門と比較すると事業費が人件費を大きく上回っているのが注目される点であ

                                            
6 給与、残業手当、賞与等のほかに、年金や退職金積み立て、服飾手当等十数項目にわたる。 

表―２ 過去３年間の予算（収入・支出）推移 
（単位）：ペソ） 
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る。これは 2006 年度から３か年にわたって、災害を受けた地域のハザードマップ作製事業に対して

毎年 3,000 万ペソの特別追加予算が付いたためである（表－４参照）。この追加予算を除くと、部門

予算に占める事業費は 1/3 程度にまで下がってしまうことになる。 

 

 

 

部門 事業費 人件費等 小計 
対部門別合

計比率（％）

CGSD 46,854 68,666 115,520 38.5 

MD 42,746 22,467 65,213 21.7 

RSRDAD 6,881 25,335 32,216 10.7 

IMD 2,948 19,438 22,386 7.5 

本部＆ESD 30,321 34,257 64,578 21.5 

合 計 129,750 170,163 299,913 100.0 

退職金積み立て 14,748   

  総 計 314,661   

 

 

 

事業項目 成果目標 予算 

１．空中写真撮影 オーロラ州（124,400ha） 3,500 

２．地形図作製 
ブラカン州（24 面),Region ２,

３,４A&５（121 面）,その他（６
33,535 

３．行政図作製 ５面 692 

４．印刷・複写 150 面 5,019 

合 計 42,746 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ 2006 年度予算要望案（部門別） 

表－４ 2006 年度 MD 事業費案内訳 
（単位：千ペソ）

（単位：百万ペソ） 
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２－３ 職員の技術水準 

 NAMRIA の地図作製機能は主として MD が主管する（NAMRIA の組織図参照）。MD においては、地図の

作製工程に応じた課の構成がなされており、写真測量課、製図課、印刷・複写課及び航空測量課の４

課から成る。各部門の技術的な状況は以下のとおりである。 

 

（１）写真測量課 

 写真測量課においては、1/10,000 以上の大縮尺地形図及びオルソフォト地図の作製を担当してい

る。写真測量は本来撮影された航空写真に基づいて空中三角測量、図化、オルソフォト地図の作製を

行い、その成果は次の編集過程（NAMRIA においては製図課）に送付されるのであるが、NAMRIA にお

いては作製する地形図の縮尺により写真測量課と次の製図課の所管が分けられている。 

 国の基本図である 1/50,000 地形図については、NAMRIA は国家事業としての整備・修正を実施した

ことはなく、したがって写真測量課は中縮尺の地形図について写真測量を実施した経験はない。 

 主たる業務は、JICA が実施したマニラ首都圏の地震防災に関する調査で 1/10,000 図を作製した地

区の南側について、同縮尺の地形図を作製することである。十分なデジタル機器を保有していないた

め、空中三角測量・図化は Planicomp P2、Planimat 3 等の古いアナログ機器を使用している。 

 デジタル機器としては Intergraph の SSK を保有しているが、ソフトウェア及びハードウェアの性

能が十分でないため、オルソフォト地図のための空中三角測量、図化を試験的に実施しているにすぎ

ない。 

 基本図作製のためのマニュアルとしては、米国から入手したアナログ式の作業規程が事実上唯一の

ものであり、デジタル方式に準拠した規程はない。 

 このため、NAMRIA が国家の地図作製機関として 1/50,000 地形図等の国家基本図整備を事業として

実施するためにはデジタル機器を中心においた作業規程の整備、これに基づいた職員のトレーニング

が必要である。 

 

（２）製図課 

 1/50,000 及びこれより小さな縮尺の地形図について部分的な修正作業のみ実施している。修正の

技術はアナログのスクライビング手法とデジタル手法を併用している。デジタル手法においては、

1/50,000 の旧図をスキャンして取得したラスター画像を正規化し、これに現地調査で収集した新し

いデータを加えて AutoCAD Map 2000 により修正する。その後 Freehand、Map Publisher のソフトウ

ェアで編集・整飾等を行い、イメージセッティング用のデータを作製する。この後印刷工程に送られ

る。 

 NAMRIA は効率的な 1/50,000 地形図修正のため、新規のデータとして基本的には SPOT5 の単画像を

使用することを計画している。同衛星画像を利用した地形図修正手法を確立するべく、この技術につ

いて試験的な調査を始めているが、実用化にはほど遠い。したがって技術者は本作業についてほとん

ど経験がないといえる。 

 機材はハードウェア・ソフトウェアとも十分な性能とはいい難い。Freehand で編集したあと Map 

Publisher で整飾等最終仕上げを行うが、データフローの可逆性がないため、何か不具合があった場

合は Freehand まで戻る必要がある。 

事業としてデジタル手法による地形図修正を実施するためには、必要な作業規程の整備、これに基づ

く技術者のトレーニング、画像データを扱うことができる十分なスペックのソフトウェア・ハードウ
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ェアの整備が必要である。 

 なお、製図課内に衛星画像を利用した修正の手法を検討するグループが設置されている。 

 

（３）印刷・複写課 

 製版及び印刷を行う。アナログ時代からの技術は保有しているが、デジタルデータから製版用フィ

ルムを作製するためのイメージ・セッタを保有していないため、この部分のみ外部に委託している。 

印刷機は Heidelberg SORZ 及び Roland Parva（各々２色刷）を保有しているが、後者は旧式印刷

機で故障しており、現在は稼働していない。 

 現有の機器及び職員を前提とした場合の作業能力（製版用フィルムを入手して以降印刷までの必要

日数）は以下のとおりである。 

１）製版用フィルムからプレート（版）の作製 

製版用フィルムからプレートを作製するための準備としてマニュアルによるフィルムのレイ

アウトに最も時間がかかる。作業時間はフィルム１面で２時間である。20 面すべてについては、

20 面４レイヤー×２ｈ＝160 時間。実働５ｈ／日として 32 日。週休２日を考慮すると、約 1.5

か月。 

２）プレートを使用しての印刷 

20 シートの印刷に要する期間は１か月。 

 

（４）航空測量課 

 本来は航空写真撮影の計画・実施・評価・データベース化を担当するのであるが、空中写真撮影の

機会が少ないので、撮影そのものの活動は活発ではない。特定のプロジェクトがあれば活動する程度

である。写真撮影自体はアナログ時代からの技術であるが、職員が技術を磨く機会は少ない。 

 実際の主たる業務内容は以下のとおりである。 

・既存空中写真のインデックス化 

NAMRIA で配布可能な空中写真全てについて、フライト・コース、写真主点をラスター化した地

図上にプロットする。 

・空中写真撮影業務 

撮影済み写真の評価。 

OJT として新規採用職員に飛行・撮影計画図を作製させている。 

・空中写真・衛星画像（RADAR）等の複製 

保有するネガから複製を作成する。 

職員数は課長を含めても５名であり、このことからも空中写真撮影が頻繁には行われていないこと

がうかがわれる。 

 

職員に対する技術教育は①OJT、②NAMRIA の GTC における研修、及び③フィリピン大学での研修の

３種類が行われている。 

このうち、GTC では主に GIS、リモートセンシング、プログラミング等についての研修が行われる

が、主体は基本的な地形図作製に置かれておらず、また、対象となる研修員は外部の政府機関等の職

員であるため、十分な地図作製技術の教育は行われないうえ NAMRIA の職員が受講する機会はわずか

である。 
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NAMRIA はフィリピン大学と一定の交流を行っている。このなかで、NAMRIA は大学の地図関連分野

の講義に講師を派遣し、フィリピン大学は半年から１年の期間で NAMRIA の職員を無償で受け入れて

いる。NAMRIA の職員は主に理論的な研修を受けることができる。 

職員が実質的な地図作製技術に関するトレーニングを受けられるのは OJT のみと考えられる。ただ

し、デジタル技術を中心とする地図作製のノウハウは完備しておらず、技術者は己の行っていること

が正しいか否かについて常に不安を抱いており、このため、OJT は体系立ったものにはなり得ていな

い。 

 

２－４ 機材・施設の現状 

 NAMRIA が保有する地図作製用の主たる機材及び施設は以下のとおりである。 

（１）デジタル機器 

・デジタル・フォトグラメトリ 

Digital Workstation G2（Inter Graph）２台 

SSK 

Microstation 

AutoCAD 11 

AutoCAD Map 2000 

Free Hand 

Map Publisher 

Orthopro 

 

（２）アナログ機器 

・Planicomp P2（１台） 

・Planimat ３（３台） 

・Planicart ３（１台） 

 

 

（３）印刷機 

１）Heidelberg SORZ 

 現役の印刷機。２色刷で、１時間に 1,000 枚の印刷速度。 

２）Roland Parva 

旧式印刷機で現在は稼働していない。故障している。 

 

（４）測地測量機器 

2 周波 GPS（Trimble 4800）：３台 

2 周波 GPS（Trimble 4700）：３台 

2 周波 GPS（Trimble 5700）：２台 

2 周波 GPS（Trimble 4000SSE）：２台 

1 周波 GPS（trimble 4000SE）：８台 

レベル（Sokkia SDL20）：８台 



 - 22 -

２－５ NAMRIA の地図開発計画 

 フィリピン政府は NPFP に基づく各種開発をめざしている。このため、関係省庁から成る国家土地

利用委員会（議長：NEDA）を設置して、NPFP の基本的な目的をまとめた。すなわち、国土開発は土

地のゾーニング、土地利用計画の策定、相互に調和のとれた各種開発の実施、である。この目的を達

成するためには中央・地方各政府機関間での適切かつ効率的な情報交換が根本的な要件であるとして

いる。 

 NAMRIA は関係機関間での土地に関する情報の交換を実施することを目的として、地理情報に関連

する機関を統合して 1987 年に設置された。NAMRIA に統合された機関は、 

①The National Cartographic Authority (NCA）、 

②The Bureau of Coast & Geodetic Surveys (BCGS）、  

③The Natural Resources Management Center (NRMC）、及び 

④The Land Classification Teams based at the Bureau of Forest Development（BFD） 

の４者である。 

 GIS ベースで地理情報の交換を可能にするための関係省庁連絡会議として省庁間地理情報タスク

フォース（IATFGI）が編成され（1993 年）、将来保有すべき国家空間データ基盤（NSDI）に関するフ

レームワークが取りまとめられたが、このなかで全国を網羅する均質で新しい基盤的な地理情報の整

備が根本的に必要であることが認識された。 

 

 NAMRIA はこの需要を満たすため、DENR との共同プロジェクトとして国家基盤地理情報データベー

ス整備計画（National Common Spatial Database Project）の構想をまとめた。 

これは、約 30 万 km２の国土全体を網羅する国家の基本図である 1/50,000 地形図を新たな土地の情

報に基づいて更新し、デジタルデータとして整備するものである。 

事業の主たる構成要素は以下のとおりである。 

① 全国の 1/50,000 国土基本図デジタルデータベースの整備 

② 組織のキャパシティ・ビルディング 

③ IT 機器、ネットワーク・インフラの更新 

 この事業を速やかに進めるうえでの技術に関するキーワードは「早く、高精度でかつ効率的なデー

タ収集である」としている。このため、一時データは基本的には衛星画像によるものとして、航空写

真は必要に応じて利用することとしている。 

 

２－６ 地図とその他刊行物の販売状況 

（１） 地図・刊行物 

 NAMRIA が作製・提供している主な地図等の刊行物は以下のとおりである。一部の地形図や海図に

ついては、デジタルデータでの提供も行っている。 

 １）地図関係 

  ①1/5,000 地形図：セブ、バコロド等の一部の主要地方都市 

②1/10,000 地形図：1980 年代に JICA が技術協力したマニラ首都圏地域、及び一部の主要地方

都市 

  ③1/50,000 地形図：３つのシリーズが存在し、古い順に 711 シリーズ（全土カバー、1950 年前

後の航空写真を使用）、701 シリーズ（ルソン島の大半をカバー、1970 年代後半の航空写真を
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使用）、そして 1980 年代末から始まった National Topographic Map Series（NTMS）がある。 

  ④1/250,000 地形図：1950 年代に整備され、全土をカバー 

  ⑤平面図（Planimetric Maps）：等高線や標高の表示は無く、地物のみを表示 

  ⑥土地被覆図（Land Cover Maps）：土地や植生の被覆情報を表示 

  ⑦土地利用図（Land Use Maps）：coding system により土地利用状況を分類表示 

  ⑧土地条件図（Land Condition Maps）：災害（洪水、地震）を受けやすい地域を表示 

  ⑨行政図（Administrative Maps）：地方、州、自治体等の境界を表示 

  ⑩海図（Nautical Charts） 

 ２）定期刊行物 

  ①INFOMAPPER：測量・地図に係る技術情報を特集 

  ②GIS LINK：GIS 技術及び IATFGI ワーキンググループに関するニュースレター 

  ③RS NEWSLETTER：リモートセンシング技術に関するニュースレター 

  ④NOTICE TO MARINERS：海図修正情報や航行に関する情報を提供 

  ⑤TIDE AND CURRENT TABLES：潮汐情報の提供（1952 年から発行） 

 

（２） 過去の販売推移 

 過去５年間（2000～2004 年）の販売実績額の推移を表－５に示す。過去数年間のデータを見ても

販売実績は堅調であり、一定のニーズがあると判断できよう。 

 

 

 

販売所 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 

本部 4,123,510 2,506,080 3,793,800 3,788,295 3,087,865 

Binondo 支所 2,684,015 3,479,020 2,330,148 3,395,205 3,145,135 

他全国 16 か所 1,690,318 2,248,959 2,394,400 2,609,530 2,568,469 

合 計 8,497,843 8,234,059 8,518,348 9,793,030 8,801,469 

 

 

（３） 販売内訳 

 代表例として NAMRIA 本部の販売所における販売内訳を表－６に示す。MD が関係した地図が占める

割合は 80％を超え、1/50,000 地形図シリーズだけでも過半数を超えることから、国土基本図に対す

るニーズは依然として高い。 

 

 

 

 

 

 

 

表－５ 過去５年間の販売実績額 
（単位：ペソ） 



 - 24 -

 

 

販売項目 数量 単価 金額 比率（％） 

１/5,000 地形図 44 120 5,280 0.17 

１/25,000 地形図 84 120 10,080 0.33 

１/50,000 地形図 711 ｼﾘｰｽﾞ 7,461 120 895,320 28.99 

１/50,000 地形図 701 ｼﾘｰｽﾞ 4,377 120 525,240 17.01 

１/50,000 地形図 NTMS ｼﾘｰｽﾞ 2,065 120 247,800 8.02 

１/250,000 地形図 1,913 120 229,560 7.43 

等高線図 1,881 120 225,720 7.31 

州（Provincial）図 993 195 193,635 6.27 

地方（Regional）図 722 195 140,790 4.56 

平面図 429 120 51,480 1.67 

全土図 315 120 93,925 3.04 

潮汐表 165 400 66,000 2.14 

海図 978 350 351,900 11.40 

土地条件図 28 120 3,360 0.11 

土地被覆図 18 120 2,160 0.07 

土地利用・植生図（日林協作成） 63 100 6,300 0.20 

特別図（大） 69 195 13,455 0.44 

特別図（小） 53 120 6,360 0.21 

インデックス 45 100 4,500 0.15 

Philippine Coast Pilot ６ Ed 5 3,000 15,000 0.49 

合 計 21,708   3,087,865 100.00 

 
注：土地利用・植生図（日林協作成）とは、日本の林野庁の委託事業である。「広域熱帯林管理情報システム整備事業」により、衛

星画像から（社）日本森林技術協会が整備したデータを複製したものである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－６ NAMRIA 本部販売所 販売実績内訳（2004 年） 
（単位：ペソ） 
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２－７ NAMRIA の地図作製における現状と課題 

（１） 組 織 

 NAMRIA が整備・提供する地図情報を大別すれば、国土基本図、海図、土地分類図の３つに分けら

れよう。これらは、いずれも現在の NAMRIA として１つの組織に統合される前は、それぞれ独立した

若しくは他の省庁の一機関であったころから作製されていたもので、現在に至っても各事業部門とし

て独自性を強くもちながら存続している。特に、国土基本図と海図の整備を同一機関が担当している

のは世界的にもめずらしい事例である。 

そのなかで国土基本図整備を担当する部門が MD であることは既述したとおりであるが、海図を別

にすれば、国土基本図はその高い汎用性から土地利用図などの主題図のベースマップとしても利用さ

れ、近年ではデジタル技術の進化に伴い、業務支援としての GIS から情報通信分野への活用にも期待

が広がり、それに応じた組織的な対応も必要となってきた。その結果、時代のニーズに合わせて IMD

が新たに事業部門の１つとして仲間入りをした経緯がある。それはオリジナルのデータサプライヤー

としての MD の役割に対するニーズが低下したことではなく、むしろ時代の変化に対応した地図情報

の提供と作業規程の整備や精度検証も含めた品質管理体制の確立がますます要求されていることを

意味している。 

今回の事前調査においては、地形図を利用するいくつかの政府機関を訪問しインタビューを行った

ところ、いずれの機関もその必要性を認める一方で現状を反映していない古い地図情報の存在を指摘

していた。つまり、地形図作製機関としての存在や役割を認めつつも、その成果に対しての利用者の

評価は期待どおりのものではなかった7。また、いろいろな政府機関が、技術標準がないままに目的

ごとに地図を作製している現状を指摘しつつ、NAMRIA の地形図分野に関する政策提示が不十分であ

るという点もそのひとつではないかとのコメントもあった。 

それらの理由としては、財政難や機材の不備等が直接的な要因としてよくあげられるが、それだけ

ではなく過去の経緯にも目を向ける必要があろう。ひとつには、そもそも国土基本図が米国の主尊に

よって整備されたものであり、その後日本やドイツ等の技術協力を受けながら部分的に整備が進めら

れてきたものの、フィリピン国独自のスタンダードな全国シリーズが整備されるまでに至らなかった

ことである。さらに、それらの整備を進める組織も時代と共に改編・統合されるなど、明確な目標を

設定し遂行するための体制整備も十分ではなかったといえよう。 

現在、フィリピン国政府の合理化政策が進められているが、NAMRIA はその事業部門を大別した３

つの地図情報整備の部門に整理・集約する方針を打ち出している。MD は新たに測地部門を抱えるこ

とで、地形図整備にかかわる一貫した工程を管理できることから、機動性の面では改善されることが

期待できよう。それは従来以上に地形図整備のスピードアップとタイムリーな情報の提供を行うこと

で初めて評価されることから、今後の整備計画の策定とそれに対応した組織体制の見直し、並びに

個々の役割の明確化が課題である。一方で、合理化案のなかでもまだ業務の重複があるとの指摘が

NAMRIA の一部関係者からあることから、就職難の現状にも配慮しつつ、将来的に是正することも検

討する必要があろう。 

 

 

                                            
7 地形図に関するニーズ調査は JICA フィリピン事務所が再委託によってより詳細な内容で実施しており、それらの調査結果も参考

されたい（2004 年 3 月）。 
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（２） 財 務 

 フィリピン国政府の支出に占める平均的な人件費の割合が全支出の約 30％であるのに対して、既

述のように NAMRIA の場合約 50～60％近くを占めており、人件費の高さが突出している8。さらに施

設や機材に関する減価償却費の割合も大きく、人件費と合わせると約 80％を超え、それ以外の費目

も維持費や消耗品等の日常業務にかかわる支出である。また、収入が伸びない一方でそれに対する支

出が超過する年度が多く、債務超過の状態である。 

これらの情報から推定されるのは、収入の範囲内では一定の業務にはある程度対応できるものの、

事業効率を UP するための最新機材の導入や対外的なニーズに対応した事業拡大は困難ではないかと

いうことである。その結果は、新規の機材導入ができず古い機材を使用し続けることになり、効率性

がますます低くなるというジレンマに陥ることになる。 

フィリピン国政府全体の財政状況もかなり逼迫しており、一部では外国機関からの借入れを中止す

る事態も発生していることから、今後も NAMRIA に対する予算配分の増額は、災害発生等の予測がつ

きにくい緊急的なニーズを除けばあまり期待できないと思われる。このような状況においては、限ら

れた予算の効率的な使用がまず必要であることから、重複・類似業務を極力排除する一方で、重点事

業の選択と集中及び従来の事業実施のアプローチの見直しを図ることが望まれる。更には、ニーズの

高い事業については外部資金の調達や新たな事業収入につながる機会の創出など、NAMRIA の組織全

体が協力・連携できるよう心がける必要があろう。 

費用を発生させないで事業効率を上げるひとつの事例として、IMD は DPWH との間で地形図修正に

必要な最新道路情報の提供と GTC における DPWH 職員の研修受入れをバーター取引する覚書を交わし

たケースがある。このような事例は、単に支出を抑えるというメリットだけでなく、組織間の連携も

必然的に図られることから、今後の事業運営にも大いに参考になるものであろう。 

 

（３） 技 術 

 NAMRIA は国家の基本図である 1/50,000 地形図を作製した経験がない。基本的にはかつて米国がフ

ィリピン全土にわたって作製した地形図を国の基本図として使用している。保有する地形図作製のた

めのマニュアルは米国の DMA がかつて採用していたアナログ技術を中心とした作業規程である。 

 このような事情を背景として、独自に地形図を整備していくうえで以下のような問題点を抱えてい

る。 

１）航空写真や衛星画像によるデジタル手法による地形図作製・修正のノウハウがない 

簡易なデジタル機器を導入してこれら作業の基準化の試みがなされているが、国全体の地理

情報を整備するといった大事業を遂行するための規程にはほど遠い。 

焦眉の急を要する事柄としては要求精度に見合った作業規程を制定する事である。この際、

各工程の作業方法を明確にするだけでなく、工程管理を的確に行うための視点を盛り込むこと

も重要である。 

２）必要な性能を有する十分なデジタル機器がない 

地形図の全国整備の段階では、本調査で明確にされる作業の方法に応じた機器の整備が必要

になる。 

 

                                            
8 ちなみに日本の場合、歳出に占める人件費の割合は中央省庁で数％、地方自治体で約 20％前後と見込まれる。 
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（４） 販 売 

 過去の販売実績によれば、地形図などの出版刊行物の販売はここ数年の伸びはあまりないものの堅

調な推移を示している。販売網も本部を含めて全国に 18 か所あり、ウェブサイト上でも受け付けて

いる。さらに、一部についてはデジタルデータの提供も行っている。 

 販売を担当する IMD は IATFGI の事務局を兼ねていることから GIS の推進にも熱心であり、外部の

地図利用者のニーズを最もよくつかんでいる。IMD と連携を図ることで、外部ニーズをいち早く察知

し“利用度の高い地形図（売れる地形図）”の整備も期待できよう。また、MD が整備した地形図を外

部に情報発信することで需要喚起を促す点でも IMD の存在は重要である。しかし、新しい合理化案で

は IMD は従来の事業部門から本部機能の一部になることから、これまでと同じ活動が継続できるかど

うかは未確認であるものの、引き続き積極的な活動が期待される。 

  



 - 28 -

第３章 本格調査への提言 

３－１ 調査の目的 

（１）NAMRIA の 1/50,000 地形図作製のためのキャパシティ・ディベロップメントを実施する。 

（２）調査から得られた成果を基に、NAMRIA が 1/50,000 地形図全国展開を進めるための実行プログ

ラムの作成を行う。 

 

３－２ 本格調査項目・内容・範囲 

 本調査は、2005 年９月 13 日に合意された協議議事録（M/M）及び 12 月２日に合意された実施細則

（I/A）に基づき実施する。 

 なお、調査期間はおおむね 24 か月を予定している。 

 調査の項目・内容は以下のとおりである。 

（１） 関連資料の整理・収集、調査内容の検討 

１）関連資料の整理・収集 

事前調査にて収集された資料、及び各種関連資料の整理、分析を行う。必要な情報は調査

団の裁量で追加的に収集する。 

２）調査内容の検討 

関連資料を通じた調査結果及び独自に収集した情報を基に、調査の基本方針、具体的な方

法を固め、作業計画を策定する。 

 

（２） キャパシティ・アセスメントの実施 

NAMRIA が 1/50,000 地形図を作製するうえで、個人レベル、組織レベル、制度・社会シス

テムレベルでのキャパシティの現状を評価し、評価表を作製する。 

 

（３） キャパシティ・ディベロップメント計画書の作製 

キャパシティ・アセスメントの結果から、「重点的に強化すべき」また「NAMRIA の自助努

力によって達成し得る期待が高い」という観点から、キャパシティ・ディベロップメントの

対象を選定し、その計画書を作製する。 

 

（４） 測量作業規程案の作製 

ＮAMRIA 地図整備体制に基づき、経済的かつ実用的に 1/50,000 地形図を作製するための測

量作業規程案を策定する。 

また、のちに実施するパイロット・プロジェクトの経過も踏まえて、測量作業規程の修正

作業を行い、最終版をプロジェクト終了時に完成させる。 

 

（５） 人材育成案の作製 

NAMRIA が 1/50,000 の地形図を作製する上で、継続的に人材育成を実施すべき知識・技術

に関して、その人材育成計画案を作製する。 

なお、人材育成計画案は技術研修計画を含め、後述するパイロット・プロジェクトで実施

する OJT と連動させながら、移転する知識・技術を定着・強化する。 
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技術研修からのフィードバック及び NAMRIA の研修実施体制を勘案して、人材育成計画の最

終版をプロジェクト終了時に完成させる。 

 

（６） パイロット・プロジェクトの実施 

測量作業規程案の検証や、1/50,000 地形図作製に必要となる技術を OJT にてカウンターパ

ートに移転、地形図作製の手法の技術的検証を行うことを目的にパイロット・プロジェクト

を実施する。 

 

（７） パイロット・プロジェクト結果による技術的検証 

航空写真、衛星単画像、衛星ステレオ画像で修正・作製した地形図の比較分析を行う。か

かるコストや時間、精度を比較し、NAMRIA と共に今後の地形図作製方法の検討を行う。 

 

（８） 地図普及のためのメカニズムの形成 

Coordinating Committee を通して、各関係機関と NAMRIA で地図普及のための協力体制を確

立する。地図利用者のニーズを汲み取り、それを事業計画に反映し、事業に対する理解者を

確保すると同時にその普及メカニズムを形成する。 

地形図作製が全国展開されることにより、最終的にはより多くのマップユーザーが新しい

地形図にアクセスできることになる。普及の観点から望ましい方法をカウンターパートと共

に検討する。 

 

（９） 地形図全国展開のための実行プログラムの作製 

活動を通して、地形図全国展開のための実行プログラムを NAMRIA と共に作製する。本プロ

グラムは、各エリアにおける地形図作製方法（航空写真と衛星画像のどちらを使用するか等）、

地形図作製優先地域の選択、地形図作製スケジュール等を作製する。 

なお、本プログラムは、パイロット・プロジェクト結果による技術的検証、フィリピン国

家政策及び地図利用者のニーズを加味して作製する。 
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３−３ パイロット・プロジェクト対象地域 

パイロット・プロジェクトはパンパンガ川流域（一部アグノ川流域を含む）の 24 シート（約

１万 7,000km2）とする（図－３参照）。 
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図－３ パイロット・プロジェクトエリア対象地域 
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３−４ 本格調査工程と要員構成 

（１） 調査工程 

 本格調査の各作業工程は、表－７に示すとおりである。全工程は 24 か月を目途とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 調査要員の構成 

 本格調査実施にあたっては、表―８に示す調査要員によって調査団を構成することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－７ 本格調査の概略作業工程 

表－８ 調査要員の構成（案） 

年度

調査項目／月数 10 12

2005年度 2006年度 2007年度

1 3 4 5 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

パイロット・プロ
ジェクトの実施

パイロット・プロ
ジェクト結果による
技術的検証

地図普及のためのメ
カニズムの形成

地形図全国展開のた
めのプログラムの作
成

キャパシティ・アセ
スメントの実施

キャパシティ・ディ
ベロップメント計画
書の作成

測量作業規定集の作
成

人材育成案の作成

関連資料の整理・収
集、調査内容の検討

2 6 117 8 9

要 員 区 分 担 当 作 業

総 　 括
調 査 全 体 の 計 画 ・ 管 理 、 関 係 機 関 と の 折 衝 ・ 報 告 、 地 図 普 及 の メ カ ニ ズ
ム の 形 成 等

副 総 括 ／ 組 織 分 析 ／
キ ャ パ シ テ ィ ・ デ ィ ベ
ロ ッ プ メ ン ト

キ ャ パ シ テ ィ ・ ア セ ス メ ン ト の 実 施 、 キ ャ パ シ テ ィ ・ デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン
ト 計 画 書 の 作 成 等

人 材 育 成 計 画 ／ 技 術 移
転

人 材 育 成 計 画 案 の 作 成 、 技 術 研 修 の 計 画 ・ 管 理 等

測 量 作 業 規 程 作 成 測 量 作 業 規 程 作 成 、 パ イ ロ ッ ト ・ プ ロ ジ ェ ク ト の 計 画 ・ 管 理 等

撮 影 ・ 現 地 調 査
航 空 写 真 の 現 地 再 委 託 先 の 選 定 ・ 精 度 管 理 ・ 成 果 の 検 査 、 現 地 調 査 の 指
導 ・ 監 督 ・ 技 術 移 転 等

標 定 点 測 量 標 定 点 測 量 の 計 画 、 指 導 ・ 監 督 等

水 準 点 測 量 水 準 点 測 量 の 計 画 、 指 導 ・ 監 督 等

数 値 図 化 ・ 編 集
デ ジ タ ル マ ッ ピ ン グ 機 器 の 操 作 、 ソ フ ト 操 作 技 術 、 O J Tに よ る 図 化 編 集
の 技 術 指 導 、 技 術 移 転 等

印 刷 用 デ ー タ 記 号 化 印 刷 図 作 成 の た め の 地 図 記 号 化 、 技 術 移 転 等
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３−５ 本格調査実施上の留意点 

（１）運営面 

 １）能力向上支援 

 本格調査の主な目的は、地形図整備に係るフィリピン国側の行政能力向上（キャパシティ・ディベ

ロップメント）のための支援と位置づけている。キャパシティ・ディベロップメントの概念が「開発

途上国の内発的・継続的な能力向上のプロセスを支援する」という理解に立てば、つまり NAMRIA が

自らに要求されているミッション（新しい地理情報に基づいた国土基本図の全国整備）を果たすため

に、現状を踏まえたうえで最も実現可能性のあるアプローチを探ることができるよう、技術や知識の

取得、それらを活用・発展できる環境整備への支援を本格調査の実施プロセスを通じて行うことと言

い換えられよう。そのためには本格調査のすべてのプロセスにおいて、フィリピン国側の積極的な関

与と参加が図られるよう、調査の意義を共有したうえで常に課題や問題を確認しつつ、フィリピン国

側からの主体的な行動を促すことに心がける必要がある。 

 本格調査で実施する OJT を中心としたパイロット・プロジェクトにおいても、工程内での作業完了

にとらわれすぎず、失敗も前向きに解釈し、その原因をフィードバックすることでその後の改善につ

なげることが大切であろう。 

 事前協議の際、フィリピン国側から、作業規程及び本格調査の実施方法について、“economical, 

adaptable, faster, and accurate”なものであることが要望されたが、これを実現するには現状を

十分に理解していることが不可欠であることから、フィリピン国側の主体的な関与を促すためにも逐

次確認するキーワードであろう。  

 ２）Coordinating Committee 

 すべての調査工程が計画どおりに終了することが本質的な目的ではなく、本格調査によってもたら

された効果が調査終了後も定着し継続するメカニズムが形作られたかどうかが重要である。いかに品

質が良くてもユーザーニーズに配慮しなければ、努力した成果に対する評価を得ることは困難なこと

から、その結果、事業実施当事者のモチベーションも下がり事業継続も困難になろう。 

 逆に主力ユーザーを中心とした関連機関とのネットワーク化を図ることで、ニーズに合った事業計

画を選択することが可能となり、事業に対する理解者を確保することが期待できよう。本格調査実施

にかかわる Coordinating Committee のメンバー構成については、この点に最も重きを置いて選定す

る必要がある。選定されたメンバーへの参加要請並びに調整については、NEDA が協力することで合

意していることから、NEDA とは密なコミュニケーションを常にとることが望ましい。 

 ３）民間企業との役割の明確化と活用の検討 

 政府がかかわる事業分野における民間活用は既に世界的な趨勢であり、その傾向を促進するべきこ

とはフィリピン国においても例外ではない。しかし、使用範囲に汎用性がある地形図のようにある程

度の精度管理が必要となる分野においては、品質管理の基準及び体制が確立されて、初めて信頼性が

保たれる。精度管理のような効率性や生産性に直接結びつかない分野は往々にして経済性とは反対の

位置にあることから、民間企業が担うことはビジネス上困難である。ある程度市場ニーズがありルー

ティンな業務については、競争原理が生じることから民間企業が参画できるものの、採算性が期待で

きないが必要な領域に関して政府が携わることで、民間企業に対する技術的指導と精度の維持が可能

となる。一方、民間企業を指導・育成することは、経済的なメリットだけでなく、地形図がどのよう

な方法で作製されるものであるかによって様々なステークホルダーを啓発するという付随的要素が

期待できることから、調査を通じて民間活用についても検討する必要があろう。 
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（２）技術面 

１） 航空写真撮影 

 パイロット・プロジェクト地域の乾期は 11 月から４月までの間である。したがって航空写真撮影

の適期はこの期間となる。５月に入っても若干の可能性はあるが効率は極端に悪くなる。特に写真撮

影を実施する地域の東端と西端は山岳地であるので、この地区の撮影を優先するべきである。 

２） 現地調査 

 1/50,000 地形図修正は試行的になされているが、新規の地表データの収集は航空写真又は衛星画

像、他機関からの行政界や地名のデータを収集することがほとんどである。航空写真による現地調査

はほとんどなされていない。NAMRIA は今後の地形図修正における技術的に重要な事柄として「早い」、

「精度が高い」、「効率的な」データ収集技術をめざしている。効率的な現地調査の実施方法を指導す

る必要がある。 

３） 標定点測量 

 上述のごとく航空写真撮影の適期が限定されているため、あらかじめ対空標識を設置してから写真

撮影を実施する方法は現実的ではない。このため、標定点の測量としては写真に明確に写っている地

物を指針により特定し、現地で GPS 観測等を実施することになる。NAMRIA においては GPS 等の測地

測量は CGSD が所管し、地図作製は MD が担当している。本作業には両者の協力が必要であり本格調査

においては両部からカウンターパートが参加することになっているが、1/50,000 地形図作製のため

の標定点測量については双方とも経験が乏しいので、技術移転も兼ねて技術者に対する十分な指導が

必要である。 

４） デジタル地図作製 

 NAMRIA が保有する作業規程は米国 DMA による従来型の地図作製方法を基本とするもののみといっ

てよい。新しいデジタル地図作製の部分については、作業規程がないなかで独自に組み上げた安価な

ハードウェアの上で収集できるソフトウェアを稼働させ、最適な方法を模索しながら地形図修正を試

行している。したがって、コンピュータを利用したデジタル地図作製の基礎は一定程度ノウハウがあ

る。本格調査にあたっては単なる基礎や単純な操作法を指導するのではなく、NAMRIA が事業として

実施していくためのノウハウを伝えるべきである。 

 

（３）組織・制度面 

 １）組 織 

調査を通じて会得した技術や知識が個々人の財産で終わるのではなく、それらが事業目標を達成す

るために有効かつ継続的に活用される人員配置も含めた体制が望まれる。そのためには明確な事業計

画が策定されることが重要であり、技術志向になりがちな MD だけでなく、NAMRIA 全体で取り組むべ

き課題である。具体的には合理化案の進捗を見ながら、計画部門の POD、販売窓口である IMD などと

の連携を密に図りながら、検討すべきであろう。 

特に技術面においては、各職員の能力向上のための研修を外部機関9に頼っている現状から、組織

内で実務面での技術の移転、知識の継承が計画的にできるシステムの構築が必要である。また、全体

の事業運営面では、明確な事業目標を設定しそれに向けたアプローチと行動を適宜モニタリングでき

るマネイジメントが図れる体制が必要であり、現存する各部門のセクショナリズムを排除できる権限

                                            
９ フィリピン大学（UP）やオランダの国際的な地理情報系研究機関（旧名 ITC）などへの研修や留学 
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を有する本部機能の設定も検討する価値があろう。 

２）規 程 

本格調査で整備される作業規程は、フィリピン国が主体となって初めて整備されるものであるが、

社会の変化に応じて常に改定されるものであることを理解し、今後の社会の発展に伴いどのような点

が修正されるべきであるか若しくは見直されるべきかについても、調査を通じて検討されるべきであ

ろう。また、これらの規程を民間にも公表することで（場合によっては直接技術指導まで）技術向上

の裾野を広げることも検討すべきである。 
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